
 

 

協 議 

部長会議付議事案書（協議） 

（平成３０年１０月４日） 

提案課名 企画課 国県事業推進課 

報告者名 高垣秀一 杉田佳一 

 

事案名 新東名高速道路秦野サービスエリア（仮称）に関する要望について 資料 有 

提
案
趣
旨 

 平成３２年度末に予定されている新東名高速道路の供用開始は、地域の活性化と

持続可能なまちづくりを進めるうえで重要な契機ととらえています。 

そこで、中日本高速道路株式会社が、秦野サービスエリア（仮称）の整備に当た

り、本市の要望を確実に反映していただけるよう、次のとおり要望書を提出するも

のです。 

概 
 
 
 
 

要 

１ 新東名高速道路秦野サービスエリア（仮称）に関する要望事項 

別添のとおり 

２ 提出先 

  中日本高速道路株式会社 

３ 要望事項 

(1) 本市との継続的な意見交換の場の創設 

(2) 秦野らしさの発信に関する事項（７項目） 

(3) 施設整備に関する事項（３項目） 

経 

過 

平成３０年６月末～７月  各課等へ要望事項の照会・回答（１５課から２７項目） 

   〃  ８月～     要望書案の作成 

   〃  ９月～     要望書の提出に係る中日本高速道路株式会社との調整 

今
後
の
進
め
方 

平成３０年１０月   要望書の提出（日時は調整中） 

   〃  １１月～  中日本高速道路株式会社との要望事項の協議開始 

※ 提出する要望事項の内容をはじめ、関係各課から提出された要望事項について

も併せて協議していく。 

 



新東名高速道路秦野新東名高速道路秦野新東名高速道路秦野新東名高速道路秦野サービスエリアサービスエリアサービスエリアサービスエリア((((仮称仮称仮称仮称))))にににに関関関関するするするする要望要望要望要望事項事項事項事項    

次次次次のののの要望事項要望事項要望事項要望事項のののの実現実現実現実現にににに向向向向けけけけ、、、、当市当市当市当市とのとのとのとの継続的継続的継続的継続的なななな意見交換意見交換意見交換意見交換のののの

場場場場のののの創設創設創設創設をおをおをおをお願願願願いしますいしますいしますいします。。。。    

    

１１１１    秦野秦野秦野秦野らしさのらしさのらしさのらしさの発信発信発信発信    

(1) 当市の意向を踏まえたサービスエリアの名称決定 

(2) 秦野名水をＰＲする親水施設（名水を利用した噴水や

名水を体感できる水場等）の設置 

(3)  商業施設等への秦野産木材の使用及び市民と協働した

道路施設の植樹事業の実施 

(4)  新東名高速道路から当市域及び相模湾を望むパノラマ

展望台や案内看板（ジオラマ等）の設置 

(5)  当市の事業等の情報発信や誘客を図るための観光案内

所の設置 

(6)  商業施設等への地元事業者の出店スペースの確保 

(7)  遺跡発掘調査成果である遺物や当市ゆかりの歌人の短

歌等の展示並びに遺構（縄文時代の敷石住居址）の移築    

    

２２２２    施設整備施設整備施設整備施設整備にににに関関関関することすることすることすること    

(1)  ヘリポートについて、救急医療用ヘリコプターの離着

陸場としての登録 

(2)  高速バス停留所の誘致及び高速バス利用者の施設内駐

車場の利用許可 

(3) サービスエリアから区域外に徒歩で移動できるよう、

施設内の歩行者通路の設置やアクセス動線の工夫 

資料 
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部長会議付議事案書（報告） 

（平成３０年１０月 ４日） 

提案課名 契約課  下水道施設課 

報告者名 渋谷 寛 山口 廣    

事案名 
 工事請負契約の変更について 

「第１号公共下水道大根第１０雨水幹線整備工事（平成２８年度継続費設定）」 
資料 有 

提
案
趣
旨 

上記工事については、平成２９年５月１８日に株式会社フジタ横浜支店と工事請負契

約を締結し、現在施工中でありますが、設計内容の一部に変更が生じたため、変更契約

を締結したので、その概要について報告するものです。 

なお、本工事は、契約金額が１億円以上の工事として、秦野市議会との先例申合せに

基づき議員連絡会に報告した案件であるため、本変更契約についても同様に報告するも

のです。 

概 
 
 

要 

１ 契約金額 

(1)  当初契約日   平成２９年５月１８日 

当初契約金額  ５９４，０００，０００円（税込） 

(2)  変更契約日   平成３０年９月２０日 

変更後契約金額 ６０５，７９５，７６０円（税込） 

   変更金額     １１，７９５，７６０円増額（約１．９９％増） 

２ 変更内容（詳細は別紙資料のとおり） 

(1)  構造物撤去工の追加（体積２４立方メートル） 

(2)  既設水路接続工の形状変更（一式） 

(3)  舗装版切断工の追加（延長５１３メートル） 

(4)  すりつけ舗装範囲の拡大（面積４８３平方メートル） 

(5) 発生土処分先及び埋戻し材料の変更（一式） 

経 
 
 

過 

平成２９年 ５月１８日 工事請負契約を締結 

同年 ７月 ４日 部長会議に付議 

同年 ７月１４日 議員連絡会に報告 

同年７月及び８月 地元へのあいさつ、地元説明会を開催 

同年 ９月    現場作業着手 

平成３０年 ９月２０日 工事請負変更契約を締結 

同年１０月 １日 部分払の請求に伴う既済部分検査申請書を受領 

報告 １ 
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今
後
の
進
め
方 

平成３０年１０月１６日 議員連絡会に報告 

同年１０月中旬  既済部分検査を実施 

同年１０月下旬  部分払金の支払い 

平成３１年 ９月１７日 工事完了予定 
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                        平成３０年１０月 ４日 

                        財 務 部 契 約 課 

                        上下水道局下水道施設課 

 

工事請負契約の変更について 
 

１ 工 事 名 

第１号公共下水道大根第１０雨水幹線整備工事（平成２８年度継続費設定） 

２ 工事場所 

秦野市鶴巻南四丁目地内 

３ 工  期 

  平成２９年５月１９日から平成３１年９月１７日まで 

４ 契約の相手方 

神奈川県横浜市神奈川区金港町７－３ 

株式会社フジタ横浜支店 

上席執行役員支店長 三浦 隆一 

５ 契約金額 

(1)  当初契約日   平成２９年５月１８日 

当初契約金額  ５９４，０００，０００円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額４４，０００，０００円）

 (2)  変更契約日   平成３０年９月２０日 

変更後契約金額 ６０５，７９５，７６０円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額４４，８７３，７６０円） 

   変更金額     １１，７９５，７６０円増額（約１．９９％増） 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額８７３，７６０円）））） 

６ 変更内容及び理由 

(1)  構造物撤去工の追加（体積２４立方メートル） 

試掘調査を行った結果、工事の支障となる地下埋設物があることが判明

したため、その撤去及び処分費を追加するものです。 

(2)  既設水路接続工の形状変更（一式） 

下流側既設水路接続部の施工方法について、請負業者から現場で築造す

るボックスカルバートを大きくすることについて提案があり、これを精査

したところ、ボックスカルバートを既設水路の壁に接続でき、既設水路内

資 料 
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での作業がなくなるため、既設水路の排水能力を損なうことなく安全に施

工できるとともに、大雨時の現場養生や雨天後の現場復旧などの天候の影

響による付帯工事がなくなるといった利点があり、また、工事の目的を満

たしていることから、この提案に基づき変更するものです。 

 (3)  舗装版切断工の追加（延長５１３メートル） 

既設舗装版の取壊しに伴い発生する振動及び騒音を低減してほしい旨の

強い要望が沿道住民からあったことから、振動等の低減を図るため、事前

に舗装版を網目状に切断する舗装版切断工を追加するものです。 

(4)  すりつけ舗装範囲の拡大（面積４８３平方メートル） 

覆工板設置に伴う段差を改善するためのすりつけ舗装について、通行車

両や歩行者の安全を確保する観点から、覆工板設置後に再度測量や現地立

会等を行い、検討した結果、すりつけ範囲を拡大する必要があることから、

その面積を変更するものです。 

 (5)  発生土処分先及び埋戻し材料の変更（一式） 

改良土プラントから、本工事の発生土を長期間仮置きすることができな

くなり、発生土の受入れができない旨の申し出があったことから、発生土

の搬出先を雑色処分場に変更するとともに、埋戻し材料を改良土から流動

性埋戻土に変更するものです。 

７ 位置図 

  ３ページのとおり  

８ 平面図 

  ４ページのとおり 
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調整部会 審議案件報告書

(平成30年9月　調整部会）

番号 事業名 計画地 事業主 用途地域 開発面積(㎡） 計画概要

1 （事業名） 春日町207番 （事業主名） 第一種住居地域 961.95

長屋住宅1棟
（世帯用4戸）
共同住宅1棟
（世帯用9戸）

2 （事業名）
菖蒲字沼城下2079番1ほ
か

（事業主名） 市街化調整区域 1,340.57
工場兼用住宅1棟
専用住宅1棟
駐車場の整備

（注）区域面積１，０００㎡以上の環境創出行為（自己用住宅１戸は除く）及び分譲住宅または集合住宅等で１０戸以上の環境創出行為を掲載。

土地利用委員会

平成30年10月（定例部長会議）　  開発建築指導課　

報告報告報告２
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部長会議付議事案書（報告） 

（平成３０年１０月４日） 

提案課名 環境資源対策課 

報告者名 古尾谷 明美 

事案名  可燃ごみの減量に向けた取組みについて  資料有 

提
案
趣
旨 

本市のごみ処理は、現在、はだのクリーンセンターと伊勢原清掃工場の２施設で焼

却処理を行っていますが、平成37年度末までに、老朽化した伊勢原清掃工場焼却施設

の稼動を停止し、はだのクリーンセンター1施設体制へ移行することとしています。 

秦野市ごみ処理基本計画では、中間目標年度である平成33年度までに計画どおりに

減量が進まない場合、家庭ごみの有料化の導入に向けた検討を進めることとしていま

すが、有料化は市民に大きな負担となることから、有料化することなく目標を達成し

ていくため「ごみダイエット大作戦」を実行します。 

分別に対する市民の協力を得るに当たり、まずは、職員が率先して分別の徹底を図

っていくことが重要であることから、職員の協力を求めるものです。 

概 
 
 

要 

本市の平成29年度の可燃ごみ総量は約39,000トン、はだのクリーンセンターにおける

本市分の可燃ごみの年間処理能力は約33,600トンであり、平成37年度末までに約5,400

トンの削減を図る必要があります。 

これまでも、草類の資源化、生ごみの減量、事業系一般廃棄物の削減など、市民や事

業者に対する可燃ごみの削減を呼びかけてきましたが、今後は、もう一度原点に立ち返

り、最も減量効果のある分別の徹底を全市民に呼びかけ、市民・事業者・行政が一体と

なった活動を全市的に展開していくものです。 

そのため、まずは、職員一丸となって可燃ごみの減量に取り組んでもらう「庁内ごみ

の資源物混入０
ゼロ

宣言」をするとともに、自宅においても、市民の模範となるように、率

先して資源化への取組みをお願いするものです。 

経 
 
 

過 

【計画の改定】 

平成29年  3月 秦野市ごみ処理基本計画を改定 

【市民に対する取組み】 

平成29年  9月 広報はだの特集号（可燃ごみの現状と減量目標の公表） 

非電動式生ごみ処理機キエーロの市内販売を開始 

10月 古紙類の品目の見直しと出し方の簡素化の実施 

11月 リユース物品の販売イベント「もったいないDay!」を実施 

平成30年 3月 秦野市廃棄物対策審議会に専門部会を設置し、可燃ごみ減量に向 

けた具体的な取組みを検討 

 

報告 ３ 
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経 
 
 

過 

平成30年  6月 市内3地区（本町、東、北地区）において家庭系草類の分別収集 

を実施 

可燃ごみの内容物調査を行い、資源物等の混入状況を調査 

8月 広報はだの特集号（可燃ごみの現状と減量目標） 

9月 「ごみダイエット大作戦」コーナーを市役所、市内各公民館に設置 

し、ごみの現状や減量目標の見える化を実施 

【職員に対する取組み】 

  平成29年 7月 庁内リサイクル委員に対して多量発生ごみを含むごみの分別徹底 

などの説明会を実施 

  平成30年 7月      〃 

 

今
後
の
進
め
方 

資源物の分別の徹底、草類の資源化、事業系一般廃棄物の削減、生ごみの減量を図る

ため、各課の協力のもと今まで以上の情報発信を行い、市民の協力を得ながら、ごみ減

量に取り組むものです。 

【主な取組み】 

１ 資源物の分別の徹底 

２ 草類の資源化 

３ 事業系一般廃棄物の削減 

４ 生ごみの減量 

５ 庁内ごみの資源物混入０
ゼロ

宣言 
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ごみの減量に向けた取組みについて  

 

平成３０年１０月４日  

環境産業部環境資源対策課  

 

１ 秦野市ごみ処理基本計画（平成２９年度～４３年度）の概要  

（1） はだのクリーンセンター１施設による焼却体制への移行 

   伊勢原清掃工場９０ｔ／日焼却施設については、秦野市伊勢原

市環境衛生組合（以下「二市組合」という。）が、「伊勢原清掃

工場９０ｔ／日ごみ焼却施設維持管理計画」を策定し、延命化の

検討を進めました。この計画を基に、秦野市、伊勢原市及び二市

組合で構成する、ごみ処理計画策定等相互調整会議で今後の方向

性を検討した結果、修繕費用及び基幹改良工事に係る焼却体制を

考慮し、平成３７年度末までの稼働が限度であるとしました。

（二市組合の所管事業）  

 

（2） 家庭ごみの有料化の検討 

   平成３８年度から、はだのクリーンセンター１施設体制での焼

却に移行するため、さまざまな減量・資源化施策を継続、強化す

るとともに、草類等の新たな資源化施策を実施します。それでも、

本計画の中間目標年度である平成３３年度までに、ごみの減量が

計画どおり進まなかった場合には、ごみ排出量に応じた負担の公

平性及び排出抑制をより一層推進していく観点から、家庭ごみの

有料化の導入に向けた収集方法や料金設定等の具体的な条件の検

討を進めることとしています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 １ 
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２ 実績値と計画値の推移 

 

39,000ｔ  

33,600ｔ  

実績値  計画値  

5,400ｔ減量  
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３ 今後の進め方 

平成３８年度から、はだのクリーンセンター１施設での焼却体制

とするためには、平成２９年度の搬入実績から、約５，４００ｔの

減量が必要となります。市長の諮問機関である秦野市廃棄物対策審

議会でも、専門部会を設置し、可燃ごみ減量に向けた具体的な取組

みを検討することとしました。取組み内容として、可燃ごみに混入

している資源物の調査、事業系ごみの実態調査、生ごみ減量のため

の実態調査の３点を挙げ、新たな資源化施策を展開し、可燃ごみの

減量を図ります。  

（1） 資源物の分別の徹底（９１４ｔ） 

家庭の可燃ごみの１５．６％を占める資源の混入を分別の徹底

により削減します。  

平成２９年度のごみ量の実績に換算すると年間約６，０８４ｔ

が混入していると想定されることから、そのうち、約１５％に当

たる９１４ｔの削減を目標とします。  

具体的な取組みとしては、収集場所の可燃ごみに含まれる資源

物等の混入率を調査し、市民に対し、改めて資源の分別方法やご

み減量方法を指導します。  

また、市民が資源物を出しやすくするため、資源物の回収拠点

を拡充します。  

 

（2） 草類の資源化（３，０００ｔ） 

家庭の可燃ごみの２２．４％を占める「草類（雑草・草花・落

ち葉）」の資源化を新たな方策として進めます。  

平成２９年度のごみ量の実績に換算すると年間約６，８００ｔ

の草類が排出されていると想定されることから、そのうち  

３，０００ｔの資源化を目標とします。  

 

（3） 事業系一般廃棄物の削減（４２０ｔ） 

・厨芥類の資源化の促進  

⇒多量排出事業者の厨芥類の資源化率の向上  

平成３７年度目標：多量排出事業者がはだのクリーンセン

ターへ搬入する厨芥類の１８パーセント（２８０ｔ）  



- 4 - 
 

・多量排出事業者への立入り検査  

⇒多量排出事業者を立入り検査し、分別、減量の指導  

・産業廃棄物等の搬入禁止の徹底  

⇒産業廃棄物や資源化できる紙類の搬入禁止の徹底  

・小規模店舗による減量の取組み  

⇒分別、食べきり、水切り、使いきりの徹底  

 

（4） 生ごみの減量（４６０ｔ） 

各家庭に合った減量方法を推進するため、「生ごみ減らし隊」

の登録者や生ごみ処理機補助金交付者に対する活用状況などのア

ンケート調査を実施し、取組み事例を公表するなど啓発を図りま

す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 平成３７年度末減量目標 

人口減少による減  ６０８ｔ  

分別の徹底 ９１４ｔ 

草類分別収集 ３，０００ｔ  

事業系ごみ ４２０ｔ 

生ごみ ４６０ｔ 

合計  ５，４０２ｔ  
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４ ごみの減量に向けた職員の取組みについて 

 

本市では、はだのクリーンセンター１施設での焼却体制へ移行する

ため、可燃ごみの減量が急務となっています。  

 ごみの減量には、職員一人ひとりが先頭に立ち、率先して市民の見

本となる行動をとることが重要であるため、職員のごみの減量に向け

た取組みへのご協力をお願いします。  

 

【職場編】 

～庁内ごみの資源物混入０
ゼロ

宣言～ 

 本市では、事業者の店舗や事務所から出る事業系一般廃棄物の５％

削減を目指し、分別の徹底や適正排出を呼びかけています。  

庁内で出るごみについても、事業系一般廃棄物となりますので、市

役所が各事業者のモデルとなるよう、分別を徹底し、可燃ごみに資源

化が可能な資源物の混入０
ゼロ

を目指します。  

 

【自宅編】 

 ～まずは自宅から～ 

職員も家に帰れば一市民です。市民の模範となるよう、日頃から分

別のルールを理解し、適正な分別をお願いします。  

 

 ～ごみ収集場所や不法投棄の情報提供～ 

 不法投棄はもちろん、ごみ収集場所でも分別ルールが守られていな

いごみは、回収されません。  

 お住まいの近くで分別ができていないごみ収集場所や、通勤などで

不法投棄を発見したら、環境資源対策課まで情報提供をお願いします。  

 

【イベント編】 

 ～イベントごみもできるだけ分別～ 

 普段は、しっかりごみを分別している人も、各課等で実施している

イベントの際は、可燃ごみとして捨てていませんか。  

 全て可燃ごみとして出すのではなく、何か１種類でも分別できるよ

う意識してください。  
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～啓発チラシの配付～ 

本市のごみの現状を周知する機会を増やすため、各課等で実施して

いるイベント等において、ごみ減量通信等のチラシの配付をお願いし

ます。  

 

【環境資源対策課】 

 ～庁内ごみの調査～ 

 環境資源対策課では、庁内ごみの資源物混入率０
ゼロ

を目指して、不定

期で、庁内ごみの調査を実施します。  

 結果は庁内掲示板等でお知らせしますので、資源物混入率０
ゼロ

にご協

力をお願いします。  

 

 ～分別情報の発信～ 

職員の分別ルールの理解を深めるため、分別に関する疑問に答える

「分別豆知識」を庁内掲示板等で紹介します。  

 

 ～ごみ減量の見える化～ 

 現在ごみの減量状況がひと目でわかる「ごみダイエット大作戦」パ

ネルを市役所本庁舎及び各公民館等に展示しています。このパネルで

は、今後、可燃ごみの減量による焼却コストの削減効果など、費用面

を含む最新の情報を発信し、市民に対する普及啓発に努めます。  



１．展示の様子

２．掲示の内容

公共施設設置ごみ減量啓発パネル「ごみダイエット大作戦」について

↑本庁舎及び環境資源センターに設置した啓発パネル

　　市役所本庁舎、環境資源センターのほか、市内各公民館にも展示予定です。

毎月

最新の

データ

に更新

します。

よ
り
詳
細
な
ご
み
と
資
源
の
デ
ー
タ

可
燃
ご
み
の
現
状
と
減
量
目
標
が

ひ
と
目
で
わ
か
る
コ
ー
ナ
ー

透明のポケッ

トを取り付け、

その時々のお

知らせを配布

します。

資料 ２
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部長会議付議事案書（報告） 

（平成３０年１０月４日） 

提案課名  下水道施設課 

報告者名  山 口  廣 

事案名 
 浄水管理センター改築事業費（汚泥処理棟）における日本下水道事

業団発注工事の競争入札の市内事業者の参加（活用）について 
資料 有 

提
案
趣
旨 

平成２５年１２月１８日付けの「地域経済の活性化と雇用の創出・拡大を促進する

決議」を受け、工事における市内事業者の活用を図るため、日本下水道事業団（以下

「事業団」という。）との調整を経て、平成２６年度以降における事業団の工事発注

において、市内事業者の参加（活用）に対する特例措置の対応が図られました。 

このことについて、平成３０・３１年度継続費設定した浄水管理センター改築事業

の工事発注に当たり、事業団において、入札・契約制度（基準）における競争性と透

明性及び公平性の確保を目的として見直しが図られ、市内事業者の参加（活用）の内

容に変更がありましたので、報告するものです。 

概 
 
 

要 

 事業団の入札・契約制度（基準）の変更内容 

１ 従来の内容 

  工事費９億円未満の土木・建築工事の複合発注について、ＪＶとして参加 

(1) ＪＶの代表者（いわゆる親） 

   ・土木・建築工事：土木及び建築工事の登録業者 

   ・建築・土木工事：建築及び土木工事の登録業者 

(2) ＪＶの代表者以外（いわゆる子） 

   ・土木・建築工事：土木又は建築工事の登録業者 

   ・建築・土木工事：建築又は土木工事の登録業者 

     ＊市内業者１６者 

２ 変更後の内容 

 １と同様の複合発注について、ＪＶとして参加 

(1) ＪＶの代表者（いわゆる親） 

   ・土木・建築工事：土木及び建築工事の登録業者 

   ・建築・土木工事：建築及び土木工事の登録業者 

(2) ＪＶの代表者以外（いわゆる子） 

   ・土木・建築工事：土木の登録業者 

     ＊市内業者１４者 

   ・建築・土木工事：建築の登録業者 

     ＊市内業者 ４者 

   建築工事はさらに、単独で参加 

   ・市内建築登録業者及び近接市町村（伊勢原市、平塚市、厚木市、山北町、 

松田町、大井町、中井町、清川村 ）建築登録業者 

＊市内業者 ３者 

報告 ４ 
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経 
 
 

過 

平成２５年１２月１８日  市議会における決議 

 平成２６年 ４月２２日  市から事業団に対して要請 

       ６月 ２日  事業団から回答 

      １１月１３日  事業団に対し、さらなる要請 

      １１月２０日  事業団から回答（本市に特例措置が図られる） 

 平成３０年 ９月２６日  事業団に対し市内本店所在業者活用等の要請 

      １０月     事業団から回答予定 

今
後
の
進
め
方 

平成３０年１０月１６日 議員連絡会において報告 

      １０月２２日 工事の入札に係る公告 

      １１月 下旬 契約締結 

 平成３２年 ２月 中旬 工事完了予定 

 








